
社会調査からみる北海道資本主義史
― SORD北海道プロジェクトの準備状況報告をかねて―

西城戸 誠・小内 純子・中澤 秀雄・大國 充彦・新國三千代

本稿は，一昨年より SORDプロジェクトが目指している北海道データ

アーカイブ構築準備状況の年次報告である．とりわけ，この２年間続け

てきた主要な道内社会調査の知識社会学的再発掘作業について一旦とり

まとめ，来年度以降の作業への道しるべとしたい．道内社会調査史の全

体像を描こうとする作業を通じて我々が理解したのは，道内社会調査の

再発掘はそのまま北海道資本主義史の再構成になるという事実であっ

た．開拓社会の形成と変容（２節），大規模酪農地帯の形成と展開（３節），

重工業都市の発展と衰退（４節）などのテーマを中心に全国的にも有名

な多くの調査が集積した．このことは，道内社会調査の充実ぶりと，調

査地選定の必然性を示すとともに，その限界と課題を示すものでもある．

課題を踏まえた来年度の展開についても最後に言及する．

１．はじめに

1.1 SORDプロジェクトの目標と方針

本稿の目的は，2003-04年度にかけて行っ

てきた SORDプロジェクトの成果を報告し，

その中間的な活動報告を行うことである．周

知の通り，2003年度から札幌学院大学社会情

報学部 SORDプロジェクトは，1990年から

継続的に組織運営され，社会学分野を代表す

るデータアーカイブとして10年間の実績を

積んできた札幌学院大学 SORDデータベー

スを発展的解消し，道州制時代のリージョン

拠点アーカイブとして，データセット収集地

域の限定と深化，データ形態の多様化と管理

分析の多次元化・高度化・可視化をはかるた

めに，プロジェクトの方向転換を試みてい

る ．その方向転換の経緯については中澤ほ

か（2004）でも触れたが，改めて新プロジェ

クトの目標と方針を整理しておこう．

これまでの SORDプロジェクトの成果は，

東京大学 SSJDAや大阪大学 SRDQなどに

継承されているが，新しい活動目標は，これ

ら各地のアーカイブとの協力連携のうえに，

質的データまで含んだデータアーカイブ管理

学を打ち立てることである．SSJDAや

SRDQなど集票調査に特化したデータベー

スとは異なり，多面的かつ質的なデータの管

理と二次分析を行い，データ管理学および

アーキビスト養成学というべきものに踏み込

んだモデルを提示しようとすることが特色で

ある．具体的には，調査の所在情報管理とデー

タ提供という機能にとどまらず，調査票原票

および調査プロセス（資料整理基準・転記カー

ド等，研究者と対象社会のエピステーメーを
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示すもの）も含んだデータの提供と分析，オー

ラル・画像情報も含めたマルチメディア情報

の整理とリレーショナル表現までを射程に入

れている ．

この目標を追求するにあたって SORDは，

北海道というリージョンにおける拠点データ

アーカイブという位置づけを打ち出す．「国家

政策の実験場」という歴史的経緯を持つ北海

道では，全国的にみて高く評価される農村調

査・産業調査など，広範囲の調査研究が実施

されてきた．だが，これらの調査が集積され

管理されつねに想起され，次世代に引き継が

れるようにはなっていない．これも一因とな

り，北海道社会としての共有財産や共有文化

も発展途上であるといえる．これらのデータ

セットを，他の資料メディア（語り，映像，

写真，地図など）とともに整理し再活性化す

ることにより，地域史の見直し，「地域の記憶」

の再構成につなげていくことができる．学問

的にも，都市と農村の接触など，地域社会学

の主要テーマをきちんと実証し続けてきたの

が北海道の社会学であり，都市社会学・地域

社会学にとって，問われるべき「問い」を見

いだし，またその問いを解くための情報を得

る意義は大きい．

1.2 プロジェクトの進捗状況と

本稿の位置づけ・狙い

上記の目的のために，昨年度は，北海道社

会調査に関する文献目録（抄）の作成と，北

海道社会調査の予備的なサーベイを行った

（中澤ほか，2004）が，本年度は，上記のプロ

ジェクト目的に向けて２つの作業を行った．

第１に，北海道社会調査の中で特に二次分析

が必要とされる調査を洗い出し，調査自体の

プロセスを検討しながら二次分析可能なデー

タセットを構築するための準備作業を行っ

た．昨年度に小林甫氏（北海道大学）から，

北海道を代表する調査とよんでいい布施グ

ループの夕張調査（布施，1982）のデータセッ

ト・資料を引き受けたが，整理作業（未整理

であった資料を，年次別，調査別に分類する

作業，実際の論文にどのデータが用いられ，

どのデータが用いられなかったかの対応づけ

を試みる作業，分析で用いられたデータ類の

整理とリスト作り）を行っている．また，こ

れらのデータアーカイブの分析方法などにつ

いては，2004年度第１回ワークショップに

て，佐藤健二氏（東京大学）からさまざまな

示唆を受け，方法論的な検討も加えている．

なお，このワークショップの詳細については，

別稿にて報告する予定である．

第１の作業に補助線を引くための第２の作

業として，道内の各地域別に社会学を中心と

した調査研究をサーベイし，その調査研究が

何をどのように明らかにしてきたのかという

点を整理しながら，北海道社会や北海道社会

から逆照射された日本社会の考察および北海

道社会の実証的研究における理論的，実践的

な課題を導き出すことを行ってきた．本稿の

１節以降および同時掲載される新藤論文にお

いて報告するのは，こちらの作業の成果であ

る．

酒井恵真によれば「高度経済成長は，日本

全国を巻き込んで地域社会の劇的な構造的変

化をもたらした．工業化に失敗した北海道も，

地域社会の基礎的構造や産業構造が根底から

変ったことに変わりはなかった」（2003：

147）．変化は３点に要約できるという．すな

わち，「農業近代化政策による『構造改善』が

進み，農業の大型化・機械化・近代化が急速

に進んだこと」，「石炭産業の高揚と衰退が一

気に進んだということ」，「『素材供給型』工業

の相対的衰退と重化学工業化の推進に失敗し

たこと」である．そして，この第２第３の問

題によって人口の札幌一極集中が促進され，

北海道は農村的定住地域社会から，都市的流

動型地域社会へと転換したという．酒井の指

摘の通りであれば，北海道はたかだか30-40

年のあいだに，古典的資本主義の発達と衰退
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を一通り経験したことになる．その痕跡を社

会調査の再評価を通じて跡づけることができ

よう．北海道内社会調査史の全体像を描こう

とする作業を通じて我々が理解したのは，北

海道道内社会調査の再発掘はそのまま北海道

資本主義史の再構成になるという事実であっ

た．以下では，このような北海道社会調査の

知識社会学的考察の成果を報告する．なお，

石炭産業分野について，および夕張調査の再

検討については，本号に同時掲載される新藤

論文を参照されたい．

本稿の構成は次の通りである．北海道にお

ける資本主義の発達と変容と社会調査との関

連について概観し，資本主義前史としての開

拓社会の形成と変容について簡単に触れたの

ち（２節），大規模酪農地帯の形成と展開（３

節），重工業都市の発展と衰退（４節）などの

テーマを中心に全国的にも有名な多くの調査

をレビューし，道内社会調査の充実ぶりと，

調査地選定の必然性を示すとともに，その限

界と今後の課題を示す（５節）．

２．北海道資本主義と社会調査

2.1 北海道資本主義の発達・変容と社会調査

北海道における資本主義の発達と変容につ

いては，大沼（2002）など先行研究もすでに

存在するので，本稿に必要な限りで簡単に概

観しておこう．

大山（1987）によれば，北海道社会研究を

裏付ける歴史観は拓殖＝官製史観さらには一

般史観への批判として展開するなかで，史料

も多様化し，曲がり角にあるという．当初の

拓殖史観は道民が拓殖政策の客体と位置づけ

られるに過ぎず，日本全体での北海道の位置

づけを欠いて，府県史とは違う特殊な移住史

として描き出すことになる．いっぽう，北海

道を「内国植民地」と位置づけて人々の残酷

史を描き出すような試みは，地方史を過度に

一般化するものだという批判を受けるように

なった．ここから「戦後，史観が変わり，分

野が広まった状態では，従来のものを全く見

直さねばならなくなり，それに対応するため

には，史料も，研究も，研究者も余りにすく

ない」（高倉，1977）と言われる．このような

状況に対して，社会調査の蓄積は，大きな貢

献をなしうるように思う．すなわち，個々人

と社会層のライフヒストリーの積み重ねによ

る北海道産業史＝地域史を描き出せるだろ

う，ということだ．しかも，産業化のみを主

要な動因とみる経済還元主義を越えて，北海

道社会を形成してきた社会的諸力を観察する

ことができるだろう．そのことが，今後の北

海道における持続的社会づくりに与える寄与

もまた大きいのではないかと思われる．

このような課題に取り組んでいくうえで，

これまでの北海道社会学が，道資本主義発達

史の重要セクターをほぼ網羅する研究成果を

誇っているのは幸いである．農業分野におい

ては，根釧パイロット・ファーム・戦後開拓

の研究をはじめ（関編，1959-69；北海道開発

局，1972），道北・道東地域を中心に開拓の実

情と産業としての農業を支えたり支えられな

かったりする集団・政策についての考察（金

田，1969；関・大山・三谷・中島，1974），ま

た地域を担う主体の探索が積み重ねられてき

た．エネルギー産業については，道内各地の

産炭地域に関する生活史調査が蓄積されてお

り，北海道の社会学を代表する成果となって

いる（布施編，1982）．重工業については，苫

小牧・室蘭など代表的な大企業立地点を中心

に，下請関係・労働者の生活世界と生活史に

ついて多くのモノグラフがある（鎌田・鎌田，

1993；大山，1988）．

このように道資本主義の主要セクターが調

査地として網羅されているという結果は，社

会学者たちが注意深く調査地を選定したとい

うことではなく，それ以外の調査地が考えら

れないほど現象として顕著だったと解釈すべ

きだろう ．このことじたい，産業と生活が密

接に結びつかざるを得ない北海道社会の特質
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をよく物語っているともいえる ．それでは，

これほど多く結果が残されてきた社会学の観

点から資本主義発達史を描くと，どのような

利得があるのだろうか．

社会学からする北海道社会論の再検討は，

第１に，経済学的な北海道の位置づけ論と，

北海道の今後の戦略論にも寄与しうるように

思われる．たとえば「北海道リケージ（leak-

age）論」の評価である．リケージ論とは，北

海道経済の自立が容易に進まない原因とし

て，「北海道経済が，生産面から原料供給，製

品移入の構造が支配的で，それによって北海

道経済で実現した所得，剰余が府県に移転・

リケージ（洩れ）し，開発投資資金がそれを

穴埋めするという構造」（大沼，2002：6）が

あると指摘する議論である．ここから，この

立場は「付加価値生産の高い工業化に転換す

べきという工業化，工業誘致の戦略」（同）を

立てることになる．これに対しては「それは

北海道を封鎖経済領域として域際収支の均衡

を求める場合に成り立つ議論であり，国民経

済視点から地域を総合的に捉える点からは議

論の余地がある」として反論があるという．

しかし社会学の立場からは，むしろ「リケー

ジ」構造が住民福祉の向上につながっている

か否かが重要だという視点を打ち出せる．リ

ケージ構造と，それに基づく本州との自由貿

易的関係が，住民の生活を豊かにしていると

主張しうる根拠は，少なくともこれまでの社

会調査結果からは存在しない．

第２に，工業化の失敗が大規模な人口移動

をもたらしたことの功罪という観点は地域・

家族・労働社会学的に重要である．関（1987）

は農村と都市の境界をなしていた地帯が消滅

し，都市にのみ込まれていく過程を「フリン

ジ化」とよび，札幌が日本第３（当時）の巨

大な面積をもった都市へと成長し人口をのみ

込んでいく過程を，農地転用や階級分化など

の過程を通じて把握しようとしている．この

ような過程が，集中的・先鋭にあらわれたの

が北海道という場所であった．いわば日本全

体におけるフリンジ化― 郊外化― 混住化

の実験場ともいえるのである．

第３に，これらの調査結果は日本の労働者

階級の不形成という日本共通の事態を，もっ

とも先鋭的に示しているといえる．イギリス

などと比較したとき（Thompson，1968），日

本において労働者階級が形成されなかったの

はなぜか，というのは大きな問いであるが，

室蘭・苫小牧・函館のようにごく一時的に重

工業の隆盛を誇った地点での調査結果は，そ

の答えを示唆しているように思われる．これ

については４節でも触れる．この知見は，農

業・サービス業など他の業種にも応用可能で

あり，北海道は労働社会学にとっての知見の

宝庫であるともいえそうだ．

他にも社会学的観点の意義を数え上げる

が，要するに，いわば「圧縮された資本主義

発達史」を通じて，北海道の特異性が浮き彫

りになるだけでなく，日本社会全体の発達史

を再検証し，仮説と課題を発見できる．した

がって，道内社会調査の再検証作業は北海道

全体にとっても，日本の社会科学にとっても

大きな意義をもつといえよう．

2.2 資本主義前史としての開拓社会

歴史学においては「明治初期・中期の北海

道開拓問題を考える時，その評価はひとまず

措くとしても屯田兵制度の存在を無視するこ

とはできないであろう」（桑原，1993：3）と

把握されている．屯田兵制度は拓殖＝官製史

観で強調される事項である．桑原もそのこと

は承知の上で屯田兵制度を位置づけている．

近代北海道史研究の方法論上の問題として，

桑原は，第１に，近代の北海道を日本近代史

の一環として積極的に把握することの重要性

を指摘し，第２に，近代の北海道開拓の意義

を考える上で，囚人労働，朝鮮人の強制労働，

公害問題といった側面を視野にいれることの

必要性を指摘している（桑原，1993）．ここで
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は，資本主義前史としての北海道開拓社会の

課題について概観する．

屯田兵制度については，歴史学の領域では，

上原轍三郎の研究（上原，1914）を筆頭に数

多くの研究が公刊されている．その中で画期

となるのは，屯田兵制度を所与の前提とせず，

制度の成立過程に焦点を当てた松下芳男の研

究（松下，1981）である．松下は，19世紀後

半の東北アジアの国際情勢の中に北海道を位

置づけ，明治政府の世界認識のもとで屯田兵

制度が成立したことを主張する．すなわち，

屯田兵制度の成立の背景には，19世紀冒頭か

らの帝政ロシアのシベリア開拓があり，また，

シベリア開拓の旗手がコサックという屯田兵

であることを指摘する（松下，1981）．屯田兵

制度設置主体である明治政府の北海道認識に

焦点を当て，制度成立過程からその認識を明

らかにするという研究は，社会認識を課題と

する社会学にとっても大きな影響をもつと考

えられる．

屯田兵村の社会学的な研究は，上湧別屯田

兵村を対象とした米村昭二の研究（米村，

1988）が代表的である．社会学的研究の主た

る関心事は，当該町村における階層間移動お

よび地域移動である．米村の研究も，これら

の社会移動の趨勢を社会構造との関連で記

述・説明する意図をもってなされている．

同様の関心は歴史学の中にも見て取れる．

桑原は野幌屯田兵村の『兵籍簿』を対象に，

兵村居住者の地域移動を調査している（桑原，

1993）．野幌兵村の場合に特徴的なことは，隣

接する月寒村広島開墾地（現北広島市）との

交流が重要な要因になっていることだと指摘

する．野幌兵村の広島県出身者は，他県出身

者よりもはるかに高い70％の定着率を示し

ている．桑原はこの点を，出身地との関係よ

りも，「移住先での同郷人を中心とする人的諸

関係が次第に濃厚となる中で，定住化の方向

性が強化された」（桑原，1993：49）と説明す

る．同じ野幌兵村については，1940年の日本

社会学会が北海道大学で開催されたさい，鈴

木榮太郎が企画し，戸田貞三ら有志が聞き取

りを行った記録もある（日本社会学会，1940）．

そこでも，屯田兵村の階層分解過程が関心事

とされている．

歴史学にしろ社会学にしろ，屯田兵制度・

屯田兵村の研究は，文書の形で残された資料

に基づいて行なわれることが多い．歴史学の

知見が提示したように，制度の成立・展開・

変遷・廃止というプロセスを，制度設置主体

の北海道認識の変化の観点から明らかにする

という課題が一方にある．他方で，屯田兵村

における社会階層の形成・変容を，北海道の

社会構造との関連で捉えるという課題があ

る．いずれの課題も，屯田兵村，民間開拓，

囚人労働，朝鮮人の強制労働などとの関係を

明らかにする必要があると思われる．

例えば，野幌屯田兵村では，1904年に日露

戦争に約70名が動員されている．旅順・奉天

という激戦地を転戦したことから，兵村内の

共同性が高まったと推測される一方，多くの

戦死・戦傷者を出したことによって，各家の

主たる労働力の担い手を失い，農地を売りに

出すなどして，農業経営から脱落していく家

もあったと言われている．このように，各屯

田兵村は，兵村のおかれた地理的・自然的条

件によって，また，兵村制度自体の変容（「士

族屯田」から「平民屯田」などの変容）によっ

て，多様な展開を示している．したがって，

各地域ごとの展開を可能にした特殊な諸条件

を丹念に跡づける作業を先行させた方が有効

であるように思われる．

３．大規模酪農地帯の形成と展開

本節の目的は，これまでに行われてきた大

規模酪農地帯を対象とした社会調査を整理

し，受け継ぐべき成果と今後に残された課題

を明確にすることにある．北海道における大

規模酪農地帯は，国策に主導されて1960年頃

から天北地域と道東地域に形成されてくる．
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本章では，このうち道東地域に広がる大規模

酪農地帯を対象とした調査研究にしぼって検

討していく．

3.1 大規模酪農地帯への移行以前の道東

まず，大規模酪農地帯へ移行する以前の道

東地域の実態を扱ったものとして，北海道

（1959）がある．これは，全道６地点を選定し

て行われた戦後開拓農家についての実態調査

報告書である．同報告書によれば，町村単位

に戦後の開拓事業規模をみると，第１位が別

海，第２位が標茶といずれも道東にある町村

であり，このうち調査地点の１つに標茶町西

熊牛地区が選ばれている．

標茶町では，農業開発が始まった大正初期

は畑作が目指されたが，度重なる冷害から，

1932（昭７）年の「根釧原野農業開発５ヶ年

計画」をもって15～20町歩を経営単位とする

主畜経営に方向転換している．さらに，

1957（昭32）年には「釧路内陸集約酪農地域」

に指定される．

調査は地域指定を受けた1957（昭32）年に，

西熊牛地区の旧小林部落の20戸の農家を対

象に行われている．西熊牛地区は，その全体

が道の「不振開拓地区」に指定されており，

その生活実態はきわめて不安定なものであっ

た．同調査では，農家生活の実態が，生産構

造，技術構造，経済構造，消費構造の４つの

側面から分析されている．農家の間にはすで

に階層差が形成されていたため，その要因の

把握に力点がおかれている．経営上の失敗，

家族の疾病，土地条件の差，経営主の能力，

適切な営農指導などがその要因として指摘さ

れている．それを踏まえ，草地酪農の安定的

確立のために必要な対策が提起されており，

とくに，指導機関の強化による適正な技術浸

透の必要性が主張されている．

また，鷹田和喜三（1997）は，根釧地域の

移住の過程と集落形成を扱ったものである．

全体は３編から構成されており，このうち，

第 編の「根釧地方の農業移住と村落形成」

と，第 編の「文学に見る根釧地方の酪農村

の前史」は，いずれも標茶町虹別地区を対象

としてまとめられている．第 編では，根釧

原野の移住・開拓と農村の形成過程を実証的

に考察し，開拓村落の社会的性格を検討して

いる．そこでは府県の伝統的村落と根釧開拓

村落を15の指標で比較し，根釧開拓村落モデ

ルの構築の必要性が指摘されている．第 部

は，虹別原野を主要舞台に移住・開拓の諸相

を描いた早川三代治の長編小説『土と人』を

題材に，昭和戦前期から戦後直後期の根釧地

方の酪農村形成の前史を考察している．

金田弘夫（1962）は，開拓農家の連帯性を

尺度化によって測定したものである．道内８

地点で調査が行われているが，そのうち２地

点に大樹町の拓北開拓部落と共和開拓部落が

含まれている．測定の結果として，開拓社会

における農家の社会的連帯性は既存農村にお

けるそれよりもかなり低いという結論が導か

れている．

3.2 パイロット・ファーム事業と

大規模酪農地帯の形成

このような前史を経て道東地域が大規模酪

農地帯へ移行していくのは1960年代後半の

ことである．それに先立ち1956～61年にかけ

て，集約的酪農経営を目標とする実験的な開

拓集落の形成が試みられた．別海村床丹地区

に導入されたパイロット・ファーム事業であ

る．1956～58年にかけて床丹第二地区へ187

戸が，1959～61年にかけて床丹第一地区へ

165戸がそれぞれ入植している．当時の農政

の目玉ともいえる当事業に対する注目度は高

く，事業の初期段階から社会学分野の研究者

の実態調査が行われている．

八町憲一・中島寅雄・三宅信一（1961）も

そうした成果の１つである．同調査は，

1959（昭34）年の春耕から床丹第二地区内に

自主的に組織された，それぞれ２戸，３戸，

298  Mar.2005社 会 情 報



４戸からなる３つの「共同経営」を対象に行

われている．２戸と３戸の組織は生産面に関

してはすべて共同経営，いま１つの４戸の組

織は生産面の全面共同と消費面の一部共同化

を行っている．八町らは，これらの３つの組

織の分析を通じ，共同経営の発生と発展の条

件を示すことを調査の目的とした．

しかし，１年後には前２つの組織は解体し

てしまい４戸の共同経営のみとなった．残っ

た共同経営の分析から，八町らは，共同経営

の発展のモメントは合理主義にあるという中

間的結論を導いている．「共同利用組織」から

「共同経営」へ，さらに「共同生活」への移行

を，なお一層の合理化の結果とみるのである．

従って，共同化は，あくまでも組織の外部と

の激しい市場競争に勝つための共同化であ

り，ヒューマニズムや社会主義思想と結びつ

くものではないとしている．

パイロット・ファームを対象としたより大

規模な調査として，関清秀（1961）がある．

関清秀の他，布施鉄治など11人のスタッフに

より，1959（昭34）年，1960（昭35）年，1961（昭

36）年の３回にわたり実施されている．報告

書は３部から構成されており，第１部は，パ

イロット・ファームにおける社会構造の分析，

第２部は，パイロット・ファームの社会経済

圏構造，第３部は，中春別市街に起こったそ

の後の変化，である．また，第１部第１章は，

その後関清秀（1963）としてまとめられてい

る．

関（1963）の基礎となった第１部第１章で

は，床丹第二地区の北区第三部落（実行組合）

13戸の入植から定着までを分析し，そこから

「一家入植型」と「分家入植型」の２つ型を摘

出している．「一家入植型」とは前住地の財産

を整理して一家をあげて入植した農家，「分家

入植型」とは新たに分家をして開拓地へ入植

した農家である．このうち「一家入植型」は

現実派とされる．世帯主の年齢が高く，労働

力が比較的豊富であるため，自家労働力を頼

みとして共同化をあまり好まず，個人主義的

傾向が強い．これに対して「分家入植型」は

パイロット・ファームに夢を描く理想派であ

る．世帯主の年齢が若く，家族労働力が乏し

いため，概して共同化への志向が強いという

傾向がみられる．このように，関らは，入植

時の家族類型が，開拓集落の社会関係・社会

構造と密接に関連していること，それゆえ開

拓効果を高めるためには，このような家族的

条件を考慮することが必要であるとしてい

る．

また，この報告書では，パイロット・ファー

ムと外部とのかかわりが分析の射程に収めら

れている点が特徴的である．第１章第２節で

は，パイロット周辺地域における既存部落お

よび戦後開拓部落との関係が，第２部では，

パイロット・ファーム建設にとっての前進基

地であり，パイロット・ファームの農家にとっ

ての二次的センターとしての役割を担う中標

津市街地との関係が，第３部では一次的セン

ターとしての役割を担う中春別市街との関係

が分析されている．鈴木榮太郎の結節機関説

の視点からのアプローチといえる．

3.3 大規模酪農地帯のおける農民層分解の

進展と農村社会

1956～61年にかけてのパイロット・ファー

ム事業，それに続く1960年代後半からの農業

構造改良事業の実施を契機に，道東の酪農地

帯全域で大規模化が進行していく．「ゴールな

き拡大」といわれた時期である．しかし，規

模拡大の過程は同時に大量の離農農家を生み

出す過程でもあり，この間激しい農民層分解

が進展していく．こうした事態が，農民や農

村社会に及ぼした影響は大きく，その現状を

把握する試みが社会学者によって取り組まれ

た．

鎌田哲宏（1969）は，建設後10年余りが経

過したパイロット・ファームを対象としたも

のである．鎌田は，北海道とは，共同体が存
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在しないだけに，独占資本と農民の関係がス

トレートに観察できる地域であるという前提

に立ち，「農民層分解」から「農民の組織化・

運動」にいたる過程を，現実の生産と日常生

活上の諸関係から追求することを目指した．

対象としたのは，1958（昭33）年に入植した

床丹第二地区南区第二実行組合の18戸（入植

当時21戸）の農家である．

大規模酪農地帯では，1965（昭40）年頃か

らの行政による離農促進政策も加わり，急激

な離農が進展していく．独占資本に収奪され，

農民相互間の競争も激しく，急速に農民層分

解が進む．その過程において，生産と生活の

両面で農民が原子化されていく実態が，対象

集落の分析を通じて明らかにされている．そ

の現状を踏まえ，鎌田は農民が原子化された

まま独占資本に直接収奪され押し潰ぶされそ

うになった時，対独占の意識はようやく芽生

えるのではないかという結論を導いている．

さらに，布施鉄治を中心とするグループに

よって，標茶町と大樹町において大規模な調

査が行われた．これはパイロット・ファーム

以外の地域の酪農民を対象とした調査であ

る．この成果は，布施鉄治編（1977；1978）

として２冊の大部の報告書にまとめられてい

るほか，いくつかの論文がより論点を絞った

かたちで提出されている．

そのうち標茶町を対象としたものに，布施

鉄治・白樫 久・安倍恒雄（1975）がある．

国家による巨額の財政投融資によって変貌を

遂げつつある標茶町の虹別地区Ｉ部落を対象

としており，調査は1972（昭47）年から開始

されている．研究の課題は，第１に，資本の

価値増殖の運動によって解体を強いられてい

る「家」と「むら」の実態を把握すること，

第２に，農民層の生活史や現実の労働― 生

活過程の分析を通して，地域社会のなかに新

たに生成されてくる諸関係や諸組織を把握す

ることにおかれた．布施の問題意識の根底に

は，農民層の階級的矛盾を止揚する営みを通

して新たな社会が生み出されてくる道筋を明

らかにするという大きな課題が据えられてい

た．

調査時点のＩ部落の農家戸数は19戸，上層

農家が６戸，中層８戸，下層５戸である．こ

の階層構成は，①入植の時期，②「家」とし

ての自家保有労働力の多寡，③「家」の世代

的継承の相違等に規定されて形成されてきた

ものである．これらの農家が農業構造改善事

業へ対応していく過程でいかなる変化が生じ

てきているかを分析し，「家」と「むら」の変

化の諸相として以下の点が導き出されてい

る．第１に，従来の「家父長」的な「家」の

構造は変化し，合議型をとる家族が増えてき

ている．第２に，生産組織体としての「家」

の意思決定の領域はきわめて限られてきてお

り，とくに「農協」「地方自治体」の意思決定

の連鎖のなかに「家」の意思決定過程が組み

込まれざるを得なくなってきている．第３に，

上層も含め「家」に基づく農業生産のあり方

はすでに限界にきており，なんらかの社会的

な組織によるサポートが必要になってきてい

る．つまり，生産面の社会化が進み，「家」は

生産組織としての側面と生活組織体としての

側面に乖離しつつある．第４に，酪農専業化

に伴い創設された組織のうちとくに農民組合

に注目する．農民組合は，上層，中層ばかり

ではなく，生産・生活面で孤立しがちな下層

農への影響力をもつようになってきており，

地方自治体や農協組織の変革をも目指す組織

として農民層の生産と生活に重要な役割を果

たすことが期待されている．

さらに，大樹町を対象としたものに，布施

鉄治・白樫 久・酒井恵真（1977）の調査研

究がある．調査対象は，北海道十勝・大樹町

尾田旧Ｔ部落12戸であり，畑作から酪農への

転換は虹別よりも一歩遅れた地域である．調

査は1975（昭50）年９月に行われている．こ

の集落は，1934（昭９）年の入植に際して，

入植者に組織的な教育（十勝拓殖実習場）を
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施し，土地の部落共有制を土台として発足す

るという特異な出自をもつ．しかし，土地共

有制は1952（昭27）年に解体し，私的所有に

移行している．開拓時の戸数は20戸，最大時

は32戸を数えたが，1974（昭49）年時点には

12戸へと激減している．

農業構造改善事業への対応過程で，「家」は

虹別同様にすでに合議型が大勢を占めるに

至っている．しかし，各「家」は農業経営的

にはぎりぎりに追いつめられた状況にあり，

農民の社会関係の軸とされてきた血縁，地縁

の関係も，根底からくずれつつある．従って，

必然的に，農民層は地域営農組織や生活諸機

関との連携の必要性を自覚しつつある．つま

り社会的協働・協業への志向性が立ちあらわ

れてきているとみる．農民層の生活に立脚し

た農村社会のあらたなる再建の過程が，地域

諸機関の民主化の課題を担いつつ芽生えてい

ると指摘している．

このように布施は，生産面の共同化の動き

や地域諸機関との連携の強まりなど「家」を

超えた社会関係の広がりに，現状を打開して

いく可能性をみてとり，期待を寄せているこ

とが分かる．

また，1975（昭50）年９月の大樹町調査の

成果として，もう１つ小林甫（1979）がある．

急激な大規模酪農専業体制が確立していくな

かで大量の離農農家が生み出され，地域社会

の構造変動が進む．その過程で，かつて地域

社会を形成してきた老人層が滞留していく事

態が生じてきている．その実態を，町内農業

先進地Ｔ集落14戸22人，後進地集落29戸

37人，市街地本町地区29戸37人，市街地老

人アパート12戸15人，特別養護老人ホーム

４人，計79戸102人を対象に分析している．

特に高齢者が生み出されてくる過程を，家族

の生活史という視点から分析しており，彼／

彼女らを取り巻く現状と課題が指摘されてい

る．

3.4 大規模酪農地帯おける

「マイペース酪農」運動

ところで，1980年代に入ると道東の大規模

酪農地域を対象とした社会学者の調査はほと

んど行われなくなってしまう．これ以降は主

に農業経済学分野の研究者による調査が続け

られる．対象地としては別海町が取り上げら

れることが多い．それは，第１に，1973（昭

48）年から1983（昭58）年にかけて新たな食

糧生産基地として「新酪農村」建設事業が別

海町で実施されたこと，第２に，別海町を中

心にいわゆる「マイペース酪農」という適正

規模の経営を志向する運動が展開されたこと

の影響と考えられる．

別海町を中心に調査研究を行ったものに美

土路達雄と山田定市を中心とするグループが

ある．その成果には，美土路達雄ほか（1980）

と美土路達雄・山田定市編（1985）がある．

社会教育を重視するこのグループは，農業経

済学的方法によって土台としての地域農業の

構造的変化を明らかにし，それに照応する農

民の主体的性格と学習運動の展開の関連メカ

ニズムにアプローチすることを課題とする．

美土路・山田編（1985）は，美土路らの道東

地域での研究を集大成したものである．

同書の前半部分では，酪農政策と北海道酪

農の生産力構造の展開過程，及びその下での

農民層分解の進展過程が明らかにされてい

る．後半部分では，根室管内の大規模酪農地

帯の実態把握が行われている．取り上げられ

ているのは標津町と別海町の事例である．

標津町では，北標津地区と古多糠地区の比

較研究が行われる．古多糠地区が，過剰投資

により負債問題が深刻化しているのに対し，

北標津地区では，慎重で計画的な投資が行わ

れ，1970年代後半からは草地更新による良質

粗飼料生産のための基盤づくりの取り組みが

始まる．「地域づくり」「仲間づくり」にも努

力しており，「農民的酪農」の基盤が形成され

つつあるとされる．
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別海町では泉川地区が取り上げられ，「農民

的酪農」の形成とそれにともなう酪農民の学

習過程が分析されている．泉川地区では，第

１次農業構造改善事業によって生じた農協経

営の危機を教訓に，酪農家が「借入金に依存

しない経営」「一人の離農者も出さない経営」

を追求するようになる．それに伴い個別経営

を支える地域的集団的生産力の発展もみられ

た．これらの動きを支えていたのが酪農民の

集団的学習過程である．1970年代後半には，

こうした集団的学習過程の中で，農業の「近

代化」路線とは異なる「農民的酪農」の方向

を模索し始める．「振り回されない経営を築

く」という酪農経営のあり方を，学習会に参

加した酪農民たちは「マイペース酪農」と呼

び，それを美土路らは「農民的酪農」の試み

と捉えた．

このように美土路たちは，農民自身の学習

過程に注目することにより，家族協業を土台

に適正規模の経営を志向する「農民的酪農」

の確立の方向に展望を見いだしていく．布施

が現状打開の突破口として生産の社会化にと

りわけ大きな期待を寄せたのとは対照的であ

る．

吉野宣彦も別海町をフィールドとする調査

研究を続ける研究者の１人である．「マイペー

ス酪農」に関する成果としては，吉野宣彦・

志賀永一（1994）や 吉野宣彦（2002）など

がある．吉野は別海町の「マイペース酪農交

流会」の活動を中心にその意義と成果を考察

する．この交流会は，1971（昭46）年「別海

労農学習会」，1975（昭50）年の「酪農技術研

究会」，1986（昭51）年「別海酪農の未来を考

える学習会」を土台として，1991（平３）年

６月にスタートしている．直接的には，中標

津町で「マイペース酪農」を実践する酪農家

三友盛行氏の講演を契機に結成されている．

交流会では「適正に規模を縮小する」こと

によって経営の安定化に取り組むことが目指

された．「適正に規模を縮小する」ことによっ

て経済効率が高位平準化され，生産量の減少

以上にコストが低下し，所得の増加がもたら

されていることを実証している．「低投入持続

型」経営の追求である．この背景には研究者

がたえず収益性と生産性を決定的な評価基準

にしてきたことに対する批判も含まれてい

た．

また，この学習会には夫婦同伴で参加する

ことが原則とされた．そのため学習会は生産

面だけではなく，生活面や人生観についても

話し合われ，生活のあり方全体を問う場と

なっている．農業生産のあり方も，生活や生

き方と関わらせてトータルに考えていくこと

の重要性を示した活動である．

さらに，マイペース酪農に関して，その先

駆者である酪農家の三友盛行（2000）の著書

がある．経営編，技術編，暮らし編からなり，

それぞれ経験に基づいて「マイペース酪農」

の実践とその意義について具体的に語られて

いる．

なお，別海町で展開された「新酪農村」創

設を扱ったものとして吉野宣彦（2003）があ

る．「新酪農村」の創設に関しては一般的に否

定的な論調が多いなかで，吉野はその形成過

程の分析を通じ，「新酪農村」のもつ先駆性と

到達点にふれている．

3.5 道東酪農地帯における地域づくり

さて，近年になって道東酪農地帯を対象と

する社会学の調査研究が取り組まれている．

酪農地域における地域づくりをテーマとした

ものである．単に地域酪農をどうするかとい

う段階を超えて，「自分たちの地域は自分たち

でつくる」といった地域づくりの活動が酪農

地域でもみられるようになってきたことに対

応している．

地域づくりを対象としたものに，小内純子

（2002；2004）がある．前者が標茶町虹別地区

（調査開始1999年）を，後者が同町阿歴内地

区（同2002年）を対象としており，両地点の
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比較研究を意図したものである．かつて1970

年代に布施らが調査を行った虹別地区では，

1990年代に入ると酪農民みずからが「虹別公

園化計画」を策定し，連合町内会単位で活発

な地域活動を展開していた．1970年代には激

しい離農の進展で集落が解体の危機に瀕して

いた虹別地区で，どのような過程を経てこう

した活動が生まれてきたのか，その点を解明

したいというのが当初の問題意識である．ま

た，同時になぜこの地域でこのような活動が

可能だったのかという疑問も生じ，その点を

明らかにするために，阿歴内地区での調査が

開始された．阿歴内地区は，行政の積極的な

働きかけにより「地域整備計画」を策定して

いたが，その後の活動は必ずしも順調に進ん

でいない地域である．従って，両者を比較す

ることで，どのような要因が現在の地域づく

りのあり方を規定しているのかを把握できる

と考えた．

これまでの分析によれば，自然条件や地理

的条件の違いが２つの集落のこれまでのあゆ

みに決定的な違いをもたらしてきていた．そ

れは，第１に，当然のことながら地域産業と

しての農業の違いとしてあらわれている．大

規模酪農に適した平坦は土地が広がる虹別

と，勾配がきつく放牧地の拡大もままならな

い阿歴内では，自ずとそこに展開される農業

も異なる．そのことは，第２に，そこで結ば

れる人間関係にも大きな影響を及ぼしてい

く．酪農専業地帯の虹別は，酪農を中心とし

て人々がまとまりやすい条件を有していた．

その点で，酪農のほか馬産や野菜作りが行わ

れている阿歴内とは事情が異なっている．第

３に，大規模酪農の先進地として虹別からは

全道，全国の酪農団体の役員が輩出されてお

り，役員の経験を通じリーダーとしての力量

が培われてくる．やがて，彼らは地域のリー

ダーとして活躍し始め，地域活動を牽引し始

める．その結果，第４に，行政との付き合い

方も，阿歴内は行政依存を脱却しきれていな

いが，虹別の場合は対等に近い関係が形成さ

れていた．

かつて布施は当地での調査から生産の社会

化が進むことを予想していたが，標茶町の現

状をみる限り，そうした動きは顕著ではない．

酪農経営は基本的に家族協業が主流を占めて

おり，社会的協業はそれをサポートする位置

に留まっている．むしろ，家族協業を生活の

基礎におき，その生活を豊かにするために，

関心領域を地域までひろげ，地域活動に取り

組むようになってきているのである．

3.6 小 括

さて，以上，社会学分野を中心に，道東大

規模酪農地帯を対象とした調査研究の成果を

検討してきた．パイロット・ファーム建設や

農業構造改善事業，新酪農村建設など，大規

模な国家事業の実施によって大変貌を遂げて

きた地域だけに研究者の関心も高く，研究業

績の蓄積もある．とりわけ農業構造改善事業

実施後の農村社会の変化を扱った調査研究が

多い．しかし，1980年代，90年代になると社

会学分野の調査研究はほとんど行われなく

なっており，農業構造改善事業によって大き

く変貌した農村社会のその後に関するフォ

ローが十分に行われていない．農業経済学な

ど他分野の成果に学びながら，この社会学分

野の調査研究の空白ともいえる時期を埋める

ような作業が必要と思われる．

激しい農民層分解が進展した当時，多くの

研究者は生産の社会化に矛盾解決の展望を見

いだそうとしていた．力点の置き方には違い

があるが，研究成果のなかで共同化の動きに

言及したものは多い．なかでも布施は社会的

協業・協働に対して最も強い期待を示してい

た．しかし，生産の社会化の動きは形を変え

て続いてきてはいるが，布施が期待したよう

に家族協業に取って代わるまでにはなってい

ない．

一方，農業経済学分野では，1980-90年代の
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動きの中で，適正規模の経営を目指す「マイ

ペース酪農」「農民的酪農」が注目された．

「ゴールなき拡大」路線を下りて，「低投入持

続型」経営に転換する試みである．この運動

は別海町から始まり，周辺町村へ広がりを見

せたが，こうした経営手法が現在大規模酪農

地帯の酪農経営の主流になっているというわ

けではない．実際には，現在まで家族協業を

土台として規模拡大路線を歩んできた酪農家

が最も多いのである．フリーストール・ミル

キングパーラー（Ｆ・Ｍ）方式を採用し，新

たな設備投資を行う酪農家も増えている

従って，農業構造改善事業以後も規模拡大

路線を歩んできた酪農家たちが作り上げてき

た「家族」や「地域社会」とはいかなるもの

であるのか，こうした点を明らかにするアプ

ローチが求められている．社会学者は兼ねて

から生産だけではなく，生活過程をも射程に

入れた分析を心掛けてきた．近年，酪農家自

身が生活や人生も含めトータルな視点で自分

たちのおかれた状況を見直そうという志向性

が高まっている．「マイペース酪農」や虹別の

地域づくりの活動はそれを端的に示す事例で

ある．こうした酪農民の価値志向の変化に留

意しつつ，社会学の側からの調査研究に取り

組むことが重要であろう．

また，酪農家を取り巻く状況も変わりつつ

あり，新たな課題が突きつけられている．生

産の社会化という点では，農協を中心とする

酪農ヘルパー制やコントラクター事業の導入

が進み，酪農作業の分業化が進むような動き

もある．糞尿処理問題を中心に環境対策が強

化されてきており，その対策費が酪農経営を

左右するような事態も生じている．高齢者問

題も酪農地帯ゆえの独自の問題を抱えてい

る．空白を埋める作業の上に，こうした諸課

題に関する調査研究を積み上げていくことが

今後必要であろう．

４．重工業都市の発展と衰退

4.1 室蘭定点調査から見えてくる視点

さて北海道社会調査を代表する成果は，な

んといっても重工業都市に関する調査分析で

あろう．重工業が立地する場所すなわち大都

市という当時の時代状況から，室蘭（製鉄・

造船），苫小牧（コンビナート，製紙），函館

（造船）などの都市は分析の格好の対象となっ

た．とくに室蘭は，富士鉄室蘭製鉄所（のち

に新日鐵），日鋼室蘭，富士セメント，函館ドッ

ク室蘭製作所，楢崎造船などが立地したので，

この都市に注目した研究者は多い．なかでも

鎌田夫妻は，この都市に30年以上こだわり続

け，「労働者家族の生活周期」論や日鋼室蘭争

議のモノグラフを産み出した．

鎌田らのキー概念は「社会層」である．そ

れは，全体社会における生産諸関係の中に占

める地位のちがいによって生ずる，社会・経

済的基盤の差異がもたらすところの一定の層

を意味しており，それは階級概念にきわめて

近いものである（阿部1965：28）．その分析課

題としては，次のように措定されている．「そ

の一は，現時点における生活構造に質的な差

異をもつ社会的に異質なグループが存在する

か否かであり，その二は，もし差異が存在す

るならば，そうした生活構造をもたらしたと

ころの歴史的・社会的過程のちがいがはっき

り証明されるかどうかという点である」「次の

世代において，大企業労働者の子弟は下級ホ

ワイト・カラーや技術者となる途が開かれる

が中小企業労働者の子弟は再び中小企業かそ

れ以下の零細企業労働者にしかなれないとい

う次の世代間職業移動を決定づける」（鎌田哲

宏，1966）．

この社会層概念は，都市と農村の連接とい

う視点，世代間移動への視点を包み込んでい

る．挙家離農（農民分解人口）と個別賃労働

化（農民流出人口）によって都市社会層がい

かに形成されるか（鎌田哲宏，1966）という

問題意識である．インタビュー対象者の多く
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は貧しく低学歴だったが「身についた教養の

高さ，信念を持って生きてきた人の威厳，技

能工の持つ自信と誇りに満ちていた」．彼らの

労働と生活の構造を描き出すことが，鎌田夫

妻の精力的な仕事の強い動機づけとなってい

る．

しかし，「息子の学歴がたいていは大学卒に

なって」おり，「争議のときの体験を子に語り

伝えている父親が意外に少ない」ことも彼ら

が得た知見である．すなわち「親が果たせな

かった夢，ブルーカラーからの脱出を息子に

託したのであろうし，またそれを可能にする

経済力が日鋼労働者にはあった」という知見

が，調査結果から導かれる．ここで視点は，

都市社会層が社会的上昇によっていかに凝集

力を失うか，というものにかわってくる．第

二組合の結成と労使協調路線による高度経済

成長のはじまりは，「日本の伝統的な『労働者

世界』の変質あるいは消失を意味していた．

労働者仲間の強固な団結，『家族ぐるみ』『地

域ぐるみ』闘争を可能にした家族・親族のつ

ながり，地元商店を中心とする地域住民との

連帯など，記録的な長期闘争を継続させた労

働者とそれを取り囲む共同体的生活形態は現

在の日本の産業社会のなかでは，もはや見る

ことのできないものになってしまった」（鎌

田・鎌田，1993：3）．こうして，「学歴を手段

にして個人的に解決していく方法をとり続け

たことが，社会発展の活力になった反面，階

級としての解決を要求するマグマをため込む

ことにならなかったのではないか．つまり学

歴をテコとした上昇移動の機会均等が，ガス

抜きの機能を果たしてきたのかもしれない」

（367）という労働者階級論が導かれている．

このような産業変動のなかで，工業都市と

して栄えた室蘭は昔日の勢いを失い，現在で

も残っているのは新日鐵のみである．これに，

北海道では中小企業の工業集積が弱いといわ

れる事実を重ね合わせる必要がある．中小企

業群は，高度化・構造転換に失敗し，また大

企業の撤退によって圧倒的な力で葬られたの

ではないかということだ．実際1971年に中川

勝男が，金属製品製造業と一般機械器具製造

業のうち10-300人規模の事業所を選びだし

た調査の結果は，このような帰結を示唆して

いる．札幌・小樽・室蘭・旭川・苫小牧に限

定して100票送付，54企業から回収したが，

その分析結果によると，技術水準の低さ，中

高年労働力への依存，カンとコツへの依存と

多能工化による頻繁な移動が特徴だという．

このように「室蘭」という限定をかけても

調査結果は多いが，ここから労働者の居住に

よる地域社会の形成への関心がもっと深めら

れて良かったという反省点はある．たとえば

大山（1988）は大作だが地域との関わりがど

こにも登場しない．また，「社会層」概念が階

級の下位概念とされてしまったことの限界も

あるように思われる．鎌田らの置き方では，

たとえば大企業労働者と中小企業労働者とで

は社会層が違うというように経済的地位によ

る把握だが，地域差なども考えられるべきで

はなかったか．この限界は，普遍的な理論を

志向する傾向が強く，「社会層」の北海道的特

質というところに目が向いていかない点にも

由来するように思われる．この点，苫小牧と

いう別の調査地点についても確認してみよ

う．

4.2 工業都市・苫小牧の発展と調査研究

苫小牧は，上述した室蘭同様，明治期から

北海道において工業（製紙業）が盛んな地域

であったが，重工業都市としての開発が本格

化したのは，第二次大戦以降に国や北海道が

主導したことによる．苫小牧地域の地域開発

の歴史は，以下のように大きく２つのピーク

があり，社会科学的な調査研究がなされたの

も，この時期区分と対応している．まずは苫

小牧の地域開発の歴史を概観しよう．

1950年に国土総合開発法と北海道開発法

が成立，北海道の地域開発を主導する北海道
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開発庁も設置され，苫小牧の地域開発は，国

と北海道の影響を受けながら展開されてい

く．1952年には北海道総合計画第一次五カ年

計画が策定され，苫小牧港の修築工事がなさ

れたが，苫小牧地域の工業化の方向へ進展し

始めたのは，第二次産業の振興と，その基盤

整備のための公共投資に大きな比重を置いた

北海道総合計画第二次五カ年計画（1958年

～）であった．さらに，1961年に工業地域や

都市を開発する「開発拠点」を配置し，それ

らを大都市圏と交通・通信網で結ぶという「拠

点開発方式」を採用した全国総合開発計画（旧

全総）が策定されたことによって，第二期北

海道総合開発計画は，重化学工業を中心とし

た拠点開発方式による北海道の地域開発計画

を打ち出した（1962年）．その計画の中で，苫

小牧を中心とした道央中核工業地帯と札幌を

拠点とする道央地区開発拠点都市が設定さ

れ，1964年にはこれらの地域は「道央新産業

都市建設地区」の指定を受けた．

その後，苫小牧地域の開発に強い影響を与

えたのが，苫小牧東部開発（以下，苫東開発）

である．苫東開発は，1969年に新全国総合開

発計画（以下，新全総）の中で策定されたも

のである．新全総によって日本の地域開発は

大規模な国土開発政策へと転換したが，この

政策を受けて，1970年の第三次北海道総合開

発計画も，苫小牧東部開発地域を石油精製・

石油化学，鉄鋼などの「基礎資源型工業」「素

材型重化学工業」のための大規模なコンビ

ナート建設基地と位置づけた．

以上のように苫小牧という地域は，戦後一

貫として，国や北海道の施策によって，工業

化への影響を強くうけてきた．こうした工業

化，ひいては資本主義化のよる苫小牧および

その周辺の地域社会へのさまざまな影響につ

いて調査研究がなされてきたが，調査研究の

対象と時期は，苫東開発が策定される新全総

以前と，それ以降に大別される．以下では，

1960年代までの地域開発による苫小牧地域

社会への影響を調査研究したものと，苫東計

画による苫小牧地域社会への影響に関する議

論に分けて，整理してみたい．

4.3 1960年代までの地域開発

―「資本主義」のインパクト

上述のように1950年代後半から苫小牧地

域は，工業拠点地域へとして変貌を始めてい

くが，布施（1966）は，こうした発展しつつ

ある地域の変動の実態とその法則を捉えるこ

とを試みた．まず，「地域開発」「道央新産都

市」「苫小牧地域開発」の中で用いられる「地

域」自体がどのような地域的統一性をもって

いるのか，社会的実体としての地域やその変

化について捉える必要があると主張する．こ

れは，地域それ自体が，資本主義的に発展―

分解する際には行政的な範囲に規定されなが

らも，本質的にそれを越える広がりをもって

変動するという認識があるためである．第一

に，布施は北海道地域社会の工業開発の拠点

と目されている苫小牧地域の具体的な地域構

造とその変容過程を明らかにしようと試み

た．具体的には，都市における諸機関（事業

体）を都市的生産機関と結節機関とに分け，

これら諸機関に従属するものとして，消費機

関（世帯）を位置づけ，これら三者が総体と

して，資本主義的に「発展― 分解」するも

のとして都市地域の骨組みを考える（布施，

1966.：10）という分析視角を採用した．第二

に，これらの北海道地域社会の中での地域変

動の実態や現実から，苫小牧という「事例」

でみる限りにおいての「地域変動の法則」を

明らかにすることを試みている．農村地域の

資本主義的分解過程に関する農民層分解論を

引き合いに，都市地域が資本主義的に発展す

る際には，どのような一般的な法則をもつの

か，資本は都市の各地帯をどのような形で分

解，再編させるのかといった問いを挙げてい

る（布施，1966：9-10）．このように「地域」

構造自体の捉え直しを行った上で（例えば「苫
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小牧リージョン」の設定など），都市的事業体

の資本主義的「分解― 発展」過程とそのパ

ターンや，地域発展に伴う地帯間役割構造の

変動，地域社会階層構造の変容などについて，

1957年から３年おきに1963年までの変化を

各種統計を用いて分析する一方，アンケート

調査によって明らかにした．

さらに，布施（1969＝2000）は，上述した

分析を踏まえて苫小牧における地域の資本主

義的再編過程を論じている．苫小牧周辺地域

で数少ない酪農専業農村地帯を構成すると目

された，弁天開拓部落の農民層が形成する「社

会」がどのように変容したのか，その中で農

民層がどのような「生活の論理」に基づき，

保有する社会関係ネットワークを変容させな

がら，農村社会の変動に対応していったのか，

農民層の主体的な行動の限界はどこにあるの

か，国・地域農政と農民層はどのように関わ

るのかなどといった論点に対して，1964-66

年にかけて調査した．

具体的には，弁天部落への入植時期と班構

成，弁天部落の形成過程，入植者（第一次，

第二次，第三次）の生活の論理を明らかにし，

なぜ入植者によって酪農経営定着化に成功し

たり失敗したりするのかという問いに答え

た ．そして，農民層の持つ「生活の論理」は，

それまでの生活防衛組織や生活協同組織が機

能を果たさなくなった場合，新たな社会関係

を生み出し，諸矛盾の解決のための行動を創

り出していく可能性を述べ，農民層のもつ「生

活の論理」が創り出す新たな「社会」の可能

性を指摘している（布施，1969＝2000：419）．

一方，布施（1966）との共同プロジェクト

で行われた研究として，道又健治郎による苫

小牧地域開発に関する地方労働市場の構造変

化に関する研究がある（道又，1966）．道又は，

苫小牧開発の現段階の把握，苫小牧開発に

よって発生した労働力需要の質と量の把握，

労働力需要の増大に対する労働力供給の実

体，労働力の地域間移動と，労働市場構造の

変化が地域社会に与えた問題点などについ

て，上述した布施同様，各種統計を用いた分

析と，1964年９月の20数世帯に行ったイン

タビュー調査の知見をデータとして分析して

いる．そしてこれらの分析から，苫小牧のよ

うな産業基盤の整備段階から本格的工業化段

階への移行過程にある地域，つまり，多くの

新産業都市において，ほぼ一般化できると思

われる論点を３つ提示している．

第一には，地域開発と地元学卒労働力の地

域間移動との関係について，新産業都市の工

業化は，地元工業高校出身の優秀な労働力を

先進工業地帯に吸収されるため，工業化の担

い手である新規労働力の質的低下は避けられ

ず，そのため新産業都市建設計画にもとづく

工場誘致計画を樹立する際には，このような

学卒者の流動性向を考慮して計画を立案する

必要があること（道又，1966：113）．第二に，

地域開発による新たな労働力需要の発生に

伴って，農漁民層，主婦層などの地元出身者

などの過剰人口層が地方労働市場に流入し，

労働力の流動化が高まると，労働者が持つ技

能の違いによって，地方労働市場の底辺部に

は大きな不熟練労働市場が形成される．この

不熟練労働市場の形成過程を通じて地方労働

市場の再編が進展するが，結果的に，所得間

格差の縮小を狙いとする地域開発が結果とし

て不安定な職業層を創出し，地域内の所得間

格差をかえって激化させる（道又，1966：

114）．第三に，苫小牧市では炭坑離職者，農

漁民層などの転職労働力の大量流入が行わ

れ，他方工業高校卒をはじめとした新規学卒

労働力の流出が目立つので，苫小牧市の労働

力構造は全体として質的弱体化すること．ま

た労働力需要の増加に伴って，苫小牧市内で

は既存労働力の企業間移動が活発になってい

るが，この影響を受けて新規学卒就職者の職

場定着率が低下し，しかも前職と結びつかな

い転職が多く，転職後，いままでの技能経験

が生かされていないことなど，新産業都市の
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地域開発の問題点を指摘している（道又，

1966：114-5）．

上述の調査研究は，北海道大学教育学部の

共同プロジェクトであったということは考慮

したとしても，どの調査研究も，苫小牧を事

例とした資本主義の発展と地域社会への影響

という点に関心があり，結論は「事例に即し

た」とはいえ，一般理論の志向性が強いとい

えるだろう．苫小牧という都市は，「資本主義

の実験場」であった北海道の中でも，その典

型例の一つであると理解されていたのだろ

う．また，道又の研究が典型のように教育学

部のプロジェクトであることから，調査研究

の成果を，「教育」という観点から政策につな

げるような志向性もみられる ．

4.4 苫東開発に対する調査研究

次に1969年に策定された苫東開発に対す

る調査研究について概観しよう．苫東開発は，

その計画自体の大きさもあり，計画された苫

小牧工業基地が苫小牧やその周辺地域にどの

ような影響を及ぼすのか，その問題点は何か

という関心は高かったといえる．

池田善長は（1971；1972a；1972b；1972

c）は，周辺自治体（早来町，厚真町）の開発

基本構想の策定に関わったこともあり，苫東

開発計画が公表された早い段階から苫東開発

による地域社会への影響について，行政資料

や関係者の聴き取り調査などから考察してい

る．

例えば，当時の早来町は，人口流出という

傾向はあるものの，一戸あたり経営耕地面積

は拡大し，経営基盤は確立する段階にあり，

また農業以外の農業部門への就業者が少しず

つ増加して街の産業構造が徐々に高度化する

という意味で「静かな発展」を見せていた．

だが，苫小牧工業基地計画に対して，酪農・

農業従事者は不安感（代替地の問題，生活保

障の問題など）を，商業従事者は企業の積極

誘致で転換を，一般住民は田園都市とか文教

地帯を希望し，議会筋では必要な場合は転換

してでも街の生きる道を早急に検討すべきと

いう反応を示したと報告している（池田，

1971：14-5）．

そして，池田は，苫東開発計画の問題点と

して，計画自体に第一産業への配慮がなされ

ていないこと，用地先行取得上に関わる諸問

題，計画遂行による大規模な公害発生，環境

破壊の危険性，住民にとって高負担・低福祉

になる危険性などを指摘し，「地域の自生的発

展を無視」していると警告する（池田，1972

b；1972c）．もっとも，池田は，苫東開発計画

を契機とした社会経済環境の影響力，一町村

ではどうしようもないので，無益な抵抗より

も利用する方が賢明であるという評価をし，

上記の問題点を指摘しながら周辺自治体の施

策の基本方針について述べる．その内容は具

体的な施策というよりも，大きな方向性を示

すものである．

一方，前節で述べた布施（1969＝2000）が

調査対象とした，弁天部落や柏原部落の酪農

民が，苫東開発における酪農民層の対応に関

する調査研究を農業地理学の観点から分析し

たのが新井（1975）である．新井は，弁天，

柏原開拓の酪農経営が，耕地面積や飼育頭数

の規模は平均かそれ以上であるものの，自給

飼料基盤の弱さと関連して，不安定な経営構

造であると指摘する ．そして，苫東開発にお

ける用地買収と住居移転を契機とする開拓農

家の対応は階層別に異なる動向を示したと考

察する．弁天部落について述べると ，用地買

収の初期に，移転・営農継続型の対応をとっ

たのは，農用地所有規模20ヘクタール以上の

上層農家層であり，苫小牧市域の外に移転し，

酪農経営を踏襲している．その次に，農用地

所有規模17ヘクタール以下の小規模農家の

対応が早く，彼らの多くは，すでに安定就業

していたか，もしくは農業所得が低く，莫大

な負債を抱えて，開拓農業の将来に展望を

失っていた開拓農家であるため移転廃農型が
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多く，転業の機会を求めて苫小牧の市街地，

もしくはその近辺に四散していったとい

う ．最後に，最も対応が遅れた層が17-20ヘ

クタールの中間層の農家であり，当面は農業

を，いずれは廃業・転業という二段構えの対

応をとった．しかし，市街地に近接する農村

部は，すでに地価水準が都市近郊型になって

いたため，代替地の等価等積取得は不可能で

あり，縮小代替地取得を余儀なくされた．し

たがって移転農家は，北海道的規模からすれ

ば，きわめて零細な取得農用地面積に規制さ

れた，養豚，養鶏，およびこれに蔬菜か酪農

を組み合わせた複合経営のような，農用地面

積にあまり束縛されない経営類型を選択せざ

るをえなかった．

この分析は，開拓農民の苫東開発に対する

対応についての調査報告だけではなく，他の

地域（鹿島，富山，新潟の各新産業都市，筑

波研究学園都市，成田空港国際空港などの大

型プロジェクトの展開地域）との比較におい

て分析されたという意味で，重要な知見であ

るといえるだろう．なお，新井の分析の他に，

本多勝一（1975＝1983）が1974年６-７月に

かけて，苫東開発の取材を行い，苫東開発を

めぐるさまざまな問題点を指摘している．ま

た，調査時期は10年ほど経るが，1983年から

87年にかけて，読売新聞記者の近藤泰年

（1989）が，苫東開発の取材をして報告してい

る．新井の研究も含めて，当時の開拓農民層

の「生の声」は記録されておらず，その点に

おいてこれらのルポは貴重な報告である．

さて，関西大学・都市問題研究班は，1978/

6/26～7/1の実態調査（主に行政資料の収集）

を行い，国の巨大開発計画が過疎地帯にどの

ような経済的影響を及ぼしているのかという

問題関心をもとに，苫小牧市を中心とする地

域開発が，市の財政に与えた様々の影響を考

察し，苫小牧東部開発の行財政の問題点を指

摘している（横田，1979）．

例えば，苫小牧の工業地帯建設によって公

共投資による基盤整備が進み，工業出荷額・

港湾機能が高くなり，生活関連投資の主体と

なった苫小牧市の行政サービス水準は上昇

し，北海道内平均や新産業都市地区内より相

対的に高くなった．しかし，苫小牧を主体と

する新産業都市建設公共投資の重点は，港湾

投資のほか，住宅，下水道整備，街路整備に

おかれており，それらの多くは一般会計の外

に設置された公営企業会計によって担当さ

れ，財政規模の膨張はそれによっていっそう

著しくなった．そして，公営企業会計の財政

悪化にたいして市の一般会計からの財政補給

がされ，1970年代の一般家計・諸支出金の膨

張を生み出す主原因になっている．つまり企

業会計の膨張が，逆に一般会計歳出に膨張と

圧迫を生む原因となっている．また，苫小牧

市が臨海工業地帯建設のために行った土地造

成事業の会計の分析を行い，土地造成事業会

計は，他の諸会計に対して財政補給を行い，

開発行財政の諸矛盾を和らげる役割を果たし

つつも，土地造成企業会計の一時借入金残高

は，企業債残高を上回る形で累積を続けてい

ることの問題性を指摘している ．

ところで，石油危機以降の低成長期に入っ

た日本経済において，新全総から三全総など

の全国総合開発のあり方自体が問われるよう

になった．庄司・元島（1980）の研究グルー

プは，戦後日本資本主義の産業構造の転換と

社会構造の変革の問題，地域開発の新しい方

向を模索しなければならないという問題関心

のもとに，途中の中断はあるものの，1974年

から79年６月までの苫小牧の動向を聴き取

り調査を中心に調査，分析している．分析の

内容は多岐にわたるが，苫東開発における「地

元」の問題を考えること，つまり「地域の発

展」とは何であり，その「地域の発展」と全

国開発との関連はどのようなものであり，そ

して開発計画に対して関連する主体はどのよ

うな対応をしたのかという点を，４つのパー

トに分けて，体系的に考察した．以下，やや
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長いが概要を述べよう．

第 部は，「開発者」の論理として，国策と

しての苫東開発の論理とその問題点，苫東開

発における「中央」からみた地元としての北

海道，苫小牧市に関する分析，考察がある．

「第１章・国民経済から見た苫東開発」では，

国策としての苫東開発推進の論理は，その前

提となる日本経済の量的拡大の実現可能性が

低いこと，そして仮にその量的拡大が実現し

たとしても苫東に大規模工業基地は必要では

ないことを述べ，苫東開発を批判する．続く，

「第２章・苫東開発と開発機構」では，苫東開

発や，北海道の開発計画の中心に立ってきた

北海道開発庁― 北海道開発局体制や，苫東

開発諸機構や北海道庁と苫東開発との関係，

苫東開発に関わる苫小牧東部開発株式会社

（第三セクター）・苫小牧港管理組合・苫小牧

東部大規模工業基地開発連絡協議会（９者連）

の役割と機能に関して分析がなされ，これら

開発諸機構を貫く工業開発の論理が示されて

いる．さらに「第３章・苫東開発と市の開発

態勢」では，苫東開発における「中央」から

見た第二の地元である「苫小牧市」の動向が

議論され，苫小牧市が北海道よりも苫東開発

に対して自主的な動きを示し，例えば国や北

海道の基本計画をそのまま受け入れるのでは

なく，独自計画を策定し，市民懇談会などの

住民参加の形態を取ったことを評価してい

る．もっとも，その後，苫小牧市が市民懇談

会の形式から審議会などの形式によって反対

意見を考慮せずに計画の受け入れ態勢づくり

は強行されたこと，苫東開発による工業化は

苫小牧市財政に対して税収の増加はもたらし

たものの，未償還債務は異常なほど増加し，

危機的になっている点を批判している．

第 部は，「反対運動の論理」として，苫東

開発における「中央」から見た第三の地元で

ある，苫東開発反対運動を対象に分析が行わ

れている．苫東開発に対する反対運動の担い

手は，苫東開発予定地内の土地所有者の中で

も最も深刻な利害関係を持っていた，農民や

漁民ではなく，開発計画の実施に伴う環境問

題への危惧を持っていた，民間企業，官公や

公共企業の労働者，一般，さまざまな職業に

従事する開発予定地周辺一帯の住民であっ

た．彼らが，どのような反対運動を展開して

いったのか，その問題点は何であったのかと

いう点を分析している．そして，地域開発の

手続き問題や環境問題などを俎上にのせた反

対運動を評価しながらも，白紙撤回という運

動戦略にとらわれ，明確な対案提示が行えな

かった運動を批判している．

第 部は，地元住民の実態と対応として，

苫東開発における第四の地元である現地の住

民自体について取り上げている．「第５章・苫

小牧地域の産業構造」では，人口構成・就業

構造，苫小牧の商工業の変遷と特徴，周辺地

域との連関（人口の移動と流動，購買生活圏）

を取り上げ，地域社会の構造を把握する．続

く「第６章・自営業者の位置と開発への対応」

では，苫東開発に伴う用地買収に対する農家

の動向，漁業補償への漁民の対応，大型店舗

進出に対する商業主の意識と対応様式，工

業・建設業主の対応について分析されている．

具体的に述べると，農家の動向については，

農協データを用いているために上述した先行

調査に比べると市町村単位の分析にとどまっ

ているが，用地買収が進行できた理由として，

個々の農家の経営状態，環境が良好な水準で

はなかったこと，代替地が比較的入手しやす

かったこと，耕作形態が水田ではなく畜産が

主であり，移転しやすい条件であることなど

を指摘している．臨海開発と漁業の関係につ

いては，漁業補償の特徴 およびその経過が

報告されている．一方，開発に伴う大型店の

進出に対して，商業主は，基本的には開発進

行へは期待感を持っているが，市の中心部は

開発によって大型店の進出による影響を受け

ることを懸念し，比較的商業活動が活発化し

今後発展可能性を持つ地域においては，開発
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の進行速度の遅さ，期待したほどの需要がな

いことを不満に述べていることが報告されて

いる．さらに工業・建設業業主の対応は，大

企業（石油，アルミ，製紙）では開発の動向

は自己の企業の営利条件にとって大きな影響

はないが，地元の零細資本にとっては，長期

不況の中で「仕事」が欲しいので，開発が仕

事になるかどうかを気にかけているが，実際

は，地元企業に依存する工事は少ないことが

指摘されている．

さらに，「第７章・労働者の苫東開発への対

応」では，苫東開発の反対運動の中核であっ

た，苫小牧の労働者の生活状況（賃金，社宅，

雇用）と居住地域を分析し，苫小牧労働者の

生活信条と苫東開発への対応について類型化

している ．そして，「大企業労働者が西武住

宅地域のマイホームを遠望しつつ，労働強化

に反対し，賃上げ獲得と昇進昇給を求めてい

るとき，小零細企業労働者が残業拡大という

狭い視野でしか生活維持を図れないとき，そ

して苫小牧の商業拡大と開発の先行き期待に

ひかれて，季節労働者を中心とした底辺労働

者が市内に流入しつつあるとき，誰が自然と

都市機能の破壊をおそれつつ，あるいはまた

新しい産業のあり方を模索し，苫東開発の行

く末を，その全体的な姿において，見通しう

るのだろうか」（庄司・元島，1980：216）と，

地元住民が苫東開発に対して有効な解決策を

見いだし得なかった理由を述べている．

第 部では，苫東開発反対運動が代案問題

も組み入れて戦略や戦術を立て直すとして，

それでもなおその力量を超える問題があった

とすれば，それは苫小牧地域，大きくは日本

全体の政治構造を巡る問題であるという前提

から，政治構造と政治過程が議論される．「第

８章・開発の歴史と保守支配の構造」では，

苫小牧における支配構造形成の経過と政治勢

力の構造を投票結果を中心に考察している．

また「第９章・革新政党の苫東開発への対応」

では，地域政策形成や苫東開発の反対運動に

影響を与えた革新政党（社会党，共産党）の

動向を分析している．そして，苫小牧市の保

守支配の構造を問題にする一方で，革新政党

の性格を問題にして，社会党や共産党による

苫東開発の対案の低い実現可能性を指摘して

いる．

以上の分析は，「研究者としての立場から，

これまでの経過をできるだけ客観的にたど

り，さまざまな動きをできるだけ科学的に評

価しよう」（庄司・元島，1980：297）と試み

たものであるが，上述の分析を踏まえて，様々

な点から苫東開発に対して批判的な結論を述

べていることがわかる．そしてこれらの問題

はまた，苫東開発問題は転換期にある日本の

問題の焦点であり，苫小牧という地元だけで

はなく，日本社会全体の地域問題であると敷

衍して議論している．

4.5 小 括

以上，苫小牧を対象とする調査研究を２つ

の時期に分けて整理してきた．これらの調査

研究に共通する基本的な問題関心は，資本主

義化，工業化の進展によって，もしくは苫東

開発という大規模プロジェクトが与えたイン

パクトが，苫小牧という地方都市にどのよう

な影響を及ぼし，苫小牧やその周辺地域がど

のように変貌を遂げるのかというものであ

る．これは苫小牧が，新産業都市の指定や苫

東開発という大型プロジェクトによって，大

きな影響を受けたからに他ならないが，苫小

牧地域の社会調査の多くが，こうした大規模

開発自体やそれが地域に影響を及ぼす問題点

を批判的に議論，また今後の地域開発の方向

性を探るという目的もほぼ共通しているとい

えるだろう．さらに，程度の差はあるにしろ，

苫小牧の事例からより一般的な知見に議論を

昇華させる傾向があることも指摘できるだろ

う．特に1960年代の研究はその傾向が強く，

70年代の議論も，苫小牧の事例を通して，日

本の資本主義，地域開発を批判的に捉えると
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いう，論理構成は共通しているといえる．

ところが，これまで見てきたように，苫小

牧に関する調査研究は，1960年代半ばと70

年代に入ってからに集中して行われたが，あ

まり研究上の重なりが見られない．それは一

部の研究以外，相互引用がほとんどなされて

いないことからも伺える．同様の調査手法や

共通の知見を見いだしているのは，1970年代

に実施された関西大学・都市問題研究班の調

査と，庄司・元島（1980）の第２，３章の分

析にすぎない．

だが，調査時期は異なるものの，調査対象

やテーマに連続性は認められる．例えば，布

施（1965）が行った，都市的事業体の資本主

義的「分解― 発展」過程の分析，地域発展

に伴う地帯間役割構造の変動，地域社会階層

構造の変容などについては，分析概念が異な

るものの，庄司・元島（1980）の第５章の苫

小牧の都市構造とその変容に関する分析とは

接点があるだろう．

また，布施（1969）が調査した階層分化し

ていく農民層は，新井（1975）の調査研究や

庄司・元島（1980）の第６章で述べられてい

る苫東開発予定地内の土地所有者の中で利害

関係を持っていた層であり，調査対象（弁天

部落）がほぼ同じである．布施（1969）は，

酪農経営定着化に成功した理由として，入植

者の生活実践としての営農知識・技術を指摘

した．また農民層が持つ「生活の論理」が，

新たな社会関係を生み出し，諸矛盾の解決の

ための鍵であると議論した．では，苫東開発

に対峙した農民層の「生活の論理」は苫東開

発に対してどのように機能したのか，もしく

は機能しなかったのだろうか．それともやは

り新井（1975）が指摘するように，苫東開発

への対応は，農民層の階層によってのみ規定

されるのだろうか．ある地域の社会調査の経

年変化を捉えることによって，このような疑

問が生まれても不自然ではないだろう．つま

り，実証研究として果たして可能かどうかと

いう議論は別にするとして，本節で行ってき

た地点別の調査研究のレビューは，研究のリ

ンケージの可能性を探り，新たな課題を浮か

び上がらせることができるといえる．

さらに，道又（1966）が指摘した不熟練労

働市場の形成や，新井（1975）などが指摘し

た離農者の動向などが指摘するように，苫小

牧地域に「圧縮された資本主義」による工業

化やその失敗によって大規模な人口移動や労

働市場の不安定さがもたらされたこと，庄

司・元島（1980）の第 部で描かれた地域住

民，労働者全体が「層」として存在し得ない

状況にあったこと，苫東開発の用地買収に際

してなすすべもなく抵抗できなかった農民層

の実態（本多，1983；近藤，1989）を重ね合

わせたとき，大規模資本に対抗する労働者階

級が形成されなかった理由が見て取れる．本

節の議論だけでは不十分だが，労働社会学に

とって重要な問いを解くためのヒントも提供

し得たといえるだろう．

もっとも，苫小牧という工業都市の調査研

究は，新産業都市指定を受けた苫小牧や新全

総の「目玉」としての苫東開発という，その

時代のセンセーショナルなトピックスに飛び

ついて行われたという感は否めない．確かに

一部の調査研究では，苫小牧の「実態」を，

他の新産業都市などの実態を参照して，苫小

牧の特殊性や一般性を議論しているが，十分

な比較研究がなされていない．例えば，上述

した苫東開発に対する農民層の反対運動が見

られなかった理由を，三里塚闘争との比較か

ら議論することも可能であろう．反対運動を

展開せずに土地を離れた理由は，土地にこだ

わりがない北海道人の気質であるという言及

はしばしばなされるが，本多（1983）や近藤

（1989）のルポではそれが一概には言えないこ

とを示している．「北海道人の気質」という茫

洋な一般化ではなく，作業は膨大であるだろ

うが，地域間比較，時代間比較を行うことで，

冷静な議論が必要だといえるだろう．
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５．まとめと今後の課題

以上，本稿では代表的な産業に絞って北海

道資本主義史を，社会調査がどのように描き

だしてきたかをみてきた．石炭産業について

は新藤論文に譲るとして，農業・工業の代表

的セクターを見てみると，あらためて道内社

会調査の充実ぶりに驚かされる．社会調査の

結果だけで産業の盛衰史を描ききれるという

ことが，日本全体の地域社会学にあてはまる

であろうか．

一方でその限界もある．農業分野について

いえば，３節で論じたように構造改善以降の

分析が手薄になっているほか，共同化が進展

していない理由についての考察が求められ，

農家自身の価値志向の変化の背景と射程を捉

える必要が生じている．また工業分野につい

ていえば，４節で論じたように北海道論を飛

び越えて普遍的な労働者論になるか，逆に「北

海道的特質」というような文化論になる傾向

があった．地域間比較の視点を導入すること

によって，どこまでが北海道的特質なのかを

分析的に明らかにすることが必要である．

さて，こうして2004年度に道内社会調査に

関する知識社会学的作業をいったん終えたの

で，今後の SORDプロジェクトの課題もより

明確になったといえよう．これまでの調査の

蓄積を生かすとともに，その限界を越えてい

くこと，さらに成果を発信し類似の関心をも

つ諸主体とネットワーキングしていくことで

ある．

第１の課題は，データアーカイブとして充

実を図ることとほぼイコールである．個別

データセットの整理・再解釈作業を進め，デー

タセット収集の充実をはかり，調査史・管理

学に関する研究成果を充実させていきたい．

またデータ整理の手法についても，既存の

アーカイブズ学を参考にしつつ，合理的なや

り方を模索していきたい．

第２に，これまでの調査の限界を越えてい

くためには，本稿で展開したような知識社会

学的作業をさらに多様な担い手によって展開

させ，新たな調査の設定につなげていかねば

ならないが，その際に，既存の調査を批判的

に再検討するためにデータアーカイブをよく

利用し検討したあとに実査に取りかかるよう

なフィードバック過程を普及させていく必要

がある．

そして第３の発信機能の強化としては，名

実ともに北海道のデータ拠点として認められ

ることが目標であり手段となるが，そのため

には図書館機能の創設と，ネットワークの拡

大が鍵である．図書館的機能とは，入手しに

くい調査報告書も含めて揃え，外部にも開放

できるようにすること，所蔵図書・資料のデー

タベースを作り，web等で公開することが考

えられる．また，社会情報学部の特性を生か

して，資料収集の範囲を映像資料にまで広げ

てもよいと思われる．ネットワークの拡大と

は，アーキビストと呼ばれる人々と学会との

交流を通じて，社会調査データセットも図書

館情報学の対象だと認めてもらうことであ

る．アーカイブズ学の分野では歴史学・言語

学が先行しており，2003年には「日本アーカ

イブズ学会」も設立されている．また東京外

国語大学 COEプロジェクトには「オーラル・

ヒストリー部会」があり，ここを軸に「オー

ラル・ヒストリー学会」もやはり2003年に設

立された．こうした流れは SORDにとっては

追い風なので，とくに北海道立図書館，文書

館，アイヌ語研究者等との関係を深めていき

ながら，ネットワークを作っていきたい．そ

こからアーカイブ管理学への貢献やアーキビ

ストの養成にまで展開していけるならば，社

会学の新しい局面を切り開いたことになり，

全国的にも誇れる成果となるだろう．このよ

うな長期的目標を掲げつつ，短期的には人

員・予算的に確実な課題― 夕張調査の整理

と再検討といった短期集中型プロジェクト

― から少しずつ進んでいきたいと考えてい

るので，関係各位には引き続きご支援をお願
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いしたい．

（本稿は，次のような執筆分担で作成された．

１節：西城戸＋新國，２節：中澤＋大國，３

節：小内，４節：西城戸＋中澤，５節：中澤）

注

１ 勿論，これまで SORDデータベースが収集

し，蓄積した社会調査に関する情報，データ

ベースの提供，問い合わせなどの事務作業は継

続している．

２ 中澤ほか（2004）でも指摘したが，特に重要

な知見をもたらした調査研究については，調

査／分析／考察のプロセスをトレースできる

資料を検討することが非常に重要である．「作

業仮説の資料整理段階での具体化としての，聴

取り調査の場合のケース・レコード整理基準，

流し調査の場合の統計表作成にあたっての転

記カード，統計表の表頭・表側の分類基準，さ

らには社会階層分類表，職業・業種分類表など

の意味を，より重要視しなければならない…つ

まり，これらの資料整理基準・分類表などが，

調査のプロセスのより進展した段階での作業

仮説の一層の具体化であり，調査の結論を導き

だす直接的前提条件になっている」（労働調査

論研究会，1970）という指摘がある．

３ このことは，鎌田とし子の体験記（鎌田，

2000）などを読めば納得されるところである．

４ 北海道を代表する社会学者である布施鉄治

の 生産・労働―生活過程>概念は，このよう

な社会的特質と結びついた，コンテクスト依存

的な部分をもつことは否めないだろう．

５ 本節は，４－１が中澤が，４－２以降は西城

戸が執筆した．なお，４－２以降の内容は，

SORD事務局員であった森田誠氏の報告

（SORD事務局会議・2004/1/23）の内容を本人

の許可を受けて引き継ぐ形で西城戸が論文化

したものである．内容については大幅に加筆，

訂正をしてあるため，責任の所在は西城戸にあ

る．

６ 一次入植者層が「失敗」したのは，多額の負

債を背負いながら，在来の経験的に確立せられ

た篤農家技術の「枠内」に止まる営農態度が支

配的で，それが農基法後の地域農政の転換と相

まって，激しい資本主義的な分解の中で，上下

両極の分解をもたらしたことによる（ibid.：

417）．また，第三次入植者層は，生産手段とし

ての土地条件の劣悪さ，効率重視の農業生産と

いう目安による，地域農政の貧農切り捨ての政

策の犠牲者となった．一方，第二次入植者層は，

リーダーの息子の生活実践として，営農知識・

技術の導入されたことが成功につながる．つま

り，公的な研究所・試験所，各種教育研究機関

で開発された知識技術が伝播され，それが現実

の各地域で農民層の実践過程を経て，地域での

定着可能な形態としてつくられたことが成功

の要因であった．

７ 布施，道又の研究は，「地域開発と産業教育」

というシリーズの一部であり，２つの研究以外

には，『地域開発と産業教育 地域開発と労

働者教育― 苫小牧地域工業化にともなう産

業教育の展開過程に関する実証的研究』（北海

道大学教育学部産業教育計画研究施設研究報

告書８，1967年）があり，そこでは地域開発に

伴う技能労働力の養成訓練の実態と問題が明

らかにされている．

８ 酪農・農業従事者は，全地買収される場合は

全体の２-５割が代替入植を希望しているが，

具体的な代替地の問題，生活保障の問題などで

まだはっきり決定できていない状態であった

という．買収対象とならない場合は，一方で地

価の高騰を期待するが，他方ではこの高騰が規

模拡大をさまたげ，現在および将来の農業経営

に不安をいだかざるを得ない状態にある．これ

は，基本的には，土地利用計画が不安定になっ

ていること，買収及び補償上の問題，工業誘致

に関する問題，関係市町村間の調整が十分に行

われていないことが問題であると述べている

（池田，1971：19）．

９ 耕地以外の農用地がほとんど山林であり，飼
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料畑とならんで重要な採草・放牧地が少ないこ

とは，自給飼料基盤の弱さは購入飼料依存度を

増大させ，ひいては累積負債を形成する一因と

なるため．

10 なお，弁天部落よりも，農用地所有規模が大

きく，酪農の導入も早かった柏原地区は，農業

継続者の割合が高く，市内の兼業農業型と他地

域での規模拡大指向型がほぼ同数であり，この

違いは，農業生産力の違いから生じた．

11 離農後の職業は，アパート経営をはじめとす

る自営業，会社員，建設労務であり，自営業は

他の工業都市にはない傾向である．また，移転

の仕方は，個別分散移転であり，この点も他の

工業都市にはみられないと述べる．

12 この調査報告書は，札幌と苫小牧の調査報告

がなされているが，この他の苫東開発に関する

研究としては，生田（1979）が「苫小牧東部工

業開発地帯の土地問題」と題して，苫東地区の

土地の先行買収の問題，土地利用計画上の問題

として，財政的な問題，企業立地による地元住

民の利益の問題，工業立地にともなう環境汚染

の問題などを指摘している．これらの議論は，

池田や新井の議論を引用しながら，論点を整理

しているものである．

13 漁業補償の特徴は，単に消滅補償の問題では

なく，今後において養殖を中心とした漁業を継

続するための措置が講じられた点にある（庄

司・元島，1980：195）．

14 苫小牧労働者の生活現実と生活信条の側面

から見た自然観と開発観を類型すると，以下の

３つのようになる（庄司・元島，1980：245-6）．

⑴開発が都市機能を充実させることによって

自分の生活が便利になり，また苫小牧が開発に

よって発展することを歓迎する．しかし自分の

居住生活の範囲には自然が残され公害の心配

のないことを願っている．公害は企業努力に

よって阻止可能であり，自然保護も可能である

と考えている．⑵開発によって起こる公害や自

然破壊に漠然とした不安を持ち，可能ならば自

然の残された公害の不安のない所に移転した

いと考えているが，現実的にはそれは夢のよう

な話で，仕事と生活のために仕方なく苫小牧の

市街地に生活せざるをえない．また，この型の

労働者は，職場利害と生活利害との関連で「苫

東開発」の進展に対して漠然とはしているが何

ほどかの期待をしている．⑶自覚的な少数者だ

が，明快な生活信条を持ち，公害と自然破壊に

反対して自然保護の必要性を強く主張してい

る．したがって「苫東開発」に対しても広い視

野から見通せる批判を持っている．またあまり

効果的ではないにしても，それなりの具体的な

努力もしている．
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